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基本方針 目標指標（2025 年） 具体的施策 

１ 空家等の適切な 
管理の促進 

区を通じた空家等の 
情報収集 
：年 1 回 

１－① 空家等の情報収集 

 ・一戸建ての空家等に関する実態調査 

１－② 空家等の所有者等からの相談への対応 

 ・空き家相談窓口、ワンストップ相談会、六資格団体無料相談会 

１－③ 空家等の適切な管理の啓発、情報提供、意向調査 

・空家等所有者等への意向調査、維持管理業者の紹介 

１－④ 空家等データベースによる一元管理 

・空家等の所在地、所有者等、現地調査結果、指導履歴等の状況を整理 

２ 空家等の 
利活用の促進 

「その他の住宅」のうち 
一戸建ての空き家数 
：1080 戸未満 

２－① 空家等の所有者等に対する利活用の働きかけ 

 ・助成制度の活用、多様な用途への活用、建物状況調査 

２－② 将来空家等の所有者等になる可能性のある世帯への啓発 

・所有権の整理、相続登記、マイホーム借上制度等の啓発 

２－③ 民間との連携による不動産市場での流通促進 

 ・宅建団体との協定による空家所有者等の情報の提供 

３ 管理が不適切な 
空家等への措置 

特定空家等に認定した際に 
対する措置の着実な実施 
：100％ 

３－① 地域で対応が困難な空家等への相談対応 

・空き家相談窓口、関係機関へ所有者等に関する情報を照会 

３－② 管理が不適切な空家等の現地調査と判定 

 ・地域が困っている空家等の現地調査→A～C ランクに分類 

３－③ 管理が不適切な空家等の所有者等への情報提供、助言 

・法 12 条に基づく情報の提供、助言、その他必要な援助 

３－④ 特定空家等の認定および措置 

・法 14 条に基づく特定空家等の措置（助言又は指導） 

２．対象とする空家 

  「空家等」のうち「一戸建ての住宅」 

ただし、基本方針３「管理が不適切な空家等への措置」（P.54～57）に関する取組みについ

ては、全ての空家等（集合住宅※や店舗、倉庫、工場等を含む） 

※ 集合住宅は、当該住宅内のすべての住戸が空き家になった場合「空家等」に含むことができる 

３．対象地区 

  市内全域 

１．目的 

「空家等対策の推進に関する特別措置法（以下「空家法」という。）が、平成 27 年５月 26

日に全面施行された。当市の空家の現状やこれまでの取組を踏まえ、今後 7 年間における空

家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため、協議会を設置し広く専門家等の意見

を踏まえつつ「裾野市空家等対策計画」を策定する。 

裾野市空家等対策計画【概要版】 

Ⅰ．序章（P.1～P.6） Ⅲ．基本方針（P.41～P.44） 

Ⅴ．実施体制（P.59～P.62） 

空家等（空家法第２条第１項） 

建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが

常態（概ね 1 年以上：基本指針）であるもの及びその敷地 

特定空家等（空家法第２条第 2 項） 

(ｲ) そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態  

(ﾛ) そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態  

(ﾊ) 適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態  

(ﾆ) その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

立入調査 認 定 

略式代執行 

命 令 助言・指導 行政代執行 勧 告※ 

（所有者等を覚知できない場合） 
※固定資産税等の住宅地用特例除外 

【特定空家等に対する措置の流れ】 

（2019 年 3 月）建設部まちづくり課 

Ⅱ．現状と課題（P.7～P.40） 

10 年後（2025 年）には約２倍、 

30 年後（2045 年）には約３倍に 

増加すると推計 

Ⅳ．具体的施策（P.45～P.58） 

意見 

協議会 
意見 

協議会 
意見 

協議会 
意見 

協議会 

４．計画期間 

  2019 年～2025 年（7 年間） 

■ 地域別・状況別の空家等数 

（2018（平成 30）年 11 月６日現在） 

１．統計による空き家の状況 ２．実態調査による一戸建ての空家等の状況 

３．アンケートによる 

一戸建ての空家等の所有者等の意向 

・空家等になった理由の６割が高齢化に伴うもの 

・親族などの家へ住み替えた場合や居住していた者

が死亡した場合に、空家等が長期化する傾向がある 措置を検討すべき空家等（0 件） 

190

50

8

（件）
空家等

経過観察

特定空家等

特定空家相当、かつ、外壁等が通⾏⼈等に落下し危害
を与える恐れがある

■ 建て方別・構造別の空き家の状況 

資料：平成 25 年住宅・土地統計調査 

特定空家等の除却 

 

裾
野
市 

裾野市空家等対策協議会 

（市長、区長連合会長、 

静岡県住まいづくり課、 

司法書士、宅地建物取引士、

土地家屋調査士、建築士、 

大学教授） 

総合 

窓口 

まちづくり課 

（空家等対策全般） 

事業 

所管 

裾野市空家等対策 

庁内委員会 

専門家・団体・企業等 

外
部 

専門家等 

・弁護士 ・司法書士 

・土地家屋調査士 

・宅地建物取引士 

・建築士 ・行政書士 ・警察 

・消防 ・その他関係団体 

利活用・協力団体 

・区 ・NPO 法人 等 

施設運営団体 

・施設運営団体 

（保育・障害者・高齢者施設等） 

【空家等対策計画の推進における体制図】 

東 西 富岡 深良 須山

81 62 41 50 14 248地域別計

分類
地域区分

計


